
環境創造センター四機関連携講座実施要領 

 

（目的） 

第１ 環境創造センターを構成する福島県、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、国立

研究開発法人国立環境研究所及び福島国際研究教育機構の四機関（以下「四機関」という。）

が、連携を図りながら出張講座等を行うことにより、東日本大震災や原子力災害に対する取

組、ふくしまの現状や放射線・環境問題について子どもたちの理解を深め、自ら考え主体的

に行動できる力を育成することを目的とする。 

 

（対象） 

第２ 学校教育法に規定する福島県内の中学校、義務教育学校、中等教育学校前期課程、特別

支援学校中学部とする。 

 

（講座の内容） 

第３ 出張講座等の内容は別に定める。 

 

（会場） 

第４ 出張講座等を希望する学校の校舎とする。なお、オンラインを利用する場合は、学校側

にオンラインによる受講環境が整っている場合に限る。 

２ 前項のほか、福島県環境創造センター所長（以下「所長」という。）が適当と認める会場 

 

（申請手続き等） 

第５ 出張講座等の実施を希望する学校の長は、環境創造センター四機関連携講座申請書

（様式第１号）（以下｢申請書｣という。）により、別に定める出張講座等の内容から実施を

希望するテーマを選定した上で、実施希望する日の３か月前の月末日までに、所長に申請

するものとする。 

２ 申請書を受付けた所長は、申請書の内容を審査し、四機関における協議を踏まえてその採

否を学校の長に通知するものとする。なお、申込数によっては希望に沿えない場合がある。 

３ 各学校で実施する出張講座等は当該年度内１回を上限とする。 

４ 申請書は、郵送又は電子メールにより申請するものとする。 

 (1) 郵送による送付先 

   〒963-7700 田村郡三春町深作 10番 2号 福島県環境創造センター総務企画部企画課 

 (2) 電子メールによる申請 

   メールアドレス ：kansou-kikaku@pref.fukushima.lg.jp 

   件名（タイトル）：【申請】環境創造センター四機関連携講座について（申請者略称） 

 



（内容の変更または中止に伴う手続き） 

第６ 学校の長は、採用された出張講座等の内容の変更又は出張講座等の中止を希望する場合

は、環境創造センター四機関連携講座（変更・中止）承認申請書（様式第２号）を速やかに

提出するものとする。 

２ 申請の方法は、第５の４に準じるものとする。 

 

（出張講座等実施に関する調整） 

第７ 四機関は、採用した出張講座等の講座内容、会場、インターネットの利用環境、必要な

資機材等について申請者と調整を行うものとする。 

 

（実施報告） 

第８ 学校の長は、出張講座等が終了したときは、環境創造センター四機関連携講座実施報告

書（様式第３号）により、所長に報告するものとする。 

 

（その他） 

第９ 出張講座等の実施について、この要領に定めのない事項は、四機関が決定する。 

 

附 則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要領は、令和７年９月１７日から施行する。 


